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提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリックス株式会社を吸収合併したことに伴

い、第33期第１四半期から四半期財務諸表を作成しているため、上記期間のうち第32期第３四半期連結累計

期間、第32期第３四半期連結会計期間及び第32期（連結会計年度）は連結経営指標等を、第33期第３四半期

累計期間及び第33期第３四半期会計期間は提出会社個別の経営指標等を記載しております。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関係会社がないため、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期 

第３四半期連結
累計期間

第33期
第３四半期 
累計期間

第32期
第３四半期連結
会計期間

第33期 
第３四半期 
会計期間

第32期
(連結会計年度)

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自 平成21年
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年 
    10月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (千円) 10,581,433 3,766,273 3,540,680 1,337,483 13,868,733

経常利益 (千円) 270,221 204,377 184,356 15,818 352,642

四半期(当期)純利益 (千円) 202,365 345,105 98,879 5,174 261,865

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― ― 2,949,500 ―

発行済株式総数 (千株) ― ― ― 8,450 ―

純資産額 (千円) ― ― 6,974,529 7,166,448 7,047,635

総資産額 (千円) ― ― 8,540,854 8,195,726 8,941,715

１株当たり純資産額 (円) ― ― 830.81 857.94 839.55

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 24.10 41.13 11.78 0.62 31.19

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 81.7 87.4 78.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 381,682 478,846 ― ― 552,794

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,542,075 881,775 ― ― △1,560,240

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △50,405 △58,645 ― ― △50,540

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,326,114 2,780,904 1,478,927

従業員数 (名) ― ― 97 86 96



  

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

主要な関係会社の異動において、連結子会社であったテクノマリックス株式会社は、平成22年４月１日

付で当社と合併いたしました。 

  

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注)  従業員数は就業人員であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 86



以下「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。 

当社は、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリックス株式会社を吸収合併したため、四

半期連結財務諸表を作成しておりません。 

従って業績数値に関する前年同四半期連結会計期間との比較は行っておりません。 

なお、提出会社の個別の事業の状況は次のとおりであります。 

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注高にその増

減額を含めております。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 当第３四半期累計期間の前期繰越高については、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリッ

クス株式会社を吸収合併したことに伴い、テクノマリックス株式会社の次期繰越高524,142千円を含んでお

ります。 

  

 
(注) ( )内数値は、事業主体が官公庁のものであり、内数であります。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注高、売上高、繰越高

期別 種類別
前期繰越高 

(千円)

期中受注高 

(千円)

計 

(千円)

期中売上高 

(千円)

次期繰越高 

(千円)

前第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

建設事業 2,533,441 8,928,370 11,461,812 8,625,642 2,836,170

当第３四半期累計期間

(自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日)

建設事業 3,416,748 4,184,520 7,601,269 3,766,273 3,834,995

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

建設事業 2,533,441 11,277,627 13,811,068 10,918,462 2,892,606

(2) 受注高

期別 区分
官公庁 

(千円)

民間 

(千円)

合計 

(千円)

前第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日)

建設事業 234
2,317,134

(2,042,535)
2,317,369

当第３四半期会計期間

(自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日)

建設事業 217,160
1,218,128

(1,149,128)
1,435,288



  

 
(注) １ ( )内数値は、事業主体が官公庁のものであり、内数であります。 
  

２ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。 
  

前第３四半期会計期間 

   
当第３四半期会計期間 

 
  

  

 
(注) ( )内数値は、事業主体が官公庁のものであり、内数であります。 

  

当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

(3) 売上高

期別 区分
官公庁 

(千円)

民間 

(千円)

合計 

(千円)

前第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日)

建設事業 63,652
2,667,693

(2,318,652)
2,731,345

当第３四半期会計期間

(自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日)

建設事業 228,569
1,108,913

(993,694)
1,337,483

施主名 売上実績 割合

信幸建設株式会社 1,160,462千円 42.5％

みらい建設工業株式会社 475,538 17.4

東亜海運産業株式会社 374,384 13.7

施主名 売上実績 割合

東京都 166,099千円 12.4％

家島建設株式会社 143,327 10.7

豊田土建株式会社 138,652 10.4

若築建設株式会社 136,312 10.2

(4) 繰越高(平成22年12月31日現在)

区分
官公庁 

(千円)

民間 

(千円)

合計 

(千円)

建設事業 2,127,008
1,707,986

(1,606,701)
3,834,995

２ 【事業等のリスク】



  

特に記載すべき事項はありません。 

  

(1) 経営成績 

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、一部に持ち直しの動きがあるものの、依然として消

費や雇用情勢、企業の設備投資に回復が見られず、また、円高による輸出企業の低迷も加わり、デフ

レ基調のままで推移いたしました。 

当社の属する建設業界は、長年にわたる公共事業費削減の影響を受け、引き続き厳しい経営環境下

にあります。 

このような状況のなか、当社は、経営環境の変化に対応し、競争力の強化、更なる経営の効率化を

目的として、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリックス株式会社を吸収合併しま

した。 

このため、第１四半期より個別財務諸表を作成しております。 

当第３四半期会計期間においては、受注高は14億３千５百万円余、売上高は13億３千７百万円余、

営業利益は少額の利益、経常利益は１千５百万円余、四半期純利益は５百万円余となりました。 

  

(2) 財政状態 

当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ２億５千８百万円余増加し、81億９千

５百万円余となりました。 

主な要因は、受取手形が１億９千１百万円余、完成工事未収入金が１億３千５百万円余、子会社の

吸収合併により関係会社株式が１億８千万円減少しましたが、子会社の吸収合併及び工事代金の回収

に伴い現金及び預金が７億２千４百万円余増加したことによるものであります。 

負債合計は、前事業年度末に比べ３千７百万円余減少し、10億２千９百万円余となりました。 

主な要因は、工事未払金が１億５千７百万円余増加しましたが、未成工事受入金が１億５千５百万

円余減少したことによるものであります。 

純資産合計は、前事業年度末に比べ２億９千６百万円余増加し、71億６千６百万円余となりまし

た。 

主な要因は、剰余金の配当として５千万円余減少しましたが、四半期純利益を３億４千５百万円余

計上したことによるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間のキャッシュ・フローは以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加があったものの、売上債権の増加等によ

り、７百万円余の支出となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得があったものの、定期預金の引き出し

等により、８億４千６百万円余の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得により、８百万円余の支出となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期会計期間末残高は、27億８千万円余となりまし

た。 

  

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

  



当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、土砂運搬用の押船１隻、バージ１隻をコンテナ輸送用に改造するこ

とにいたしました。 

平成22年12月から改造工事に着手し、平成23年５月の就航を予定しております。 

なお、改造費用は、約６億円で、全額自己資金で賄います。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,450,000 8,450,000
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 8,450,000 8,450,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年12月31日 ― 8,450,000 ― 2,949,500 ― 2,724,500

(6) 【大株主の状況】



  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式455株が含まれております。 

  

平成22年９月30日現在 

 
  

  

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

56,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,320,000
8,320 ―

単元未満株式
普通株式

74,000
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 8,450,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,320 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
青木マリーン株式会社

大阪市北区大淀南一丁目
４－15

56,000 ― 56,000 0.66

計 ― 56,000 ― 56,000 0.66

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年 
４月  ５月

  
６月 ７月 ８月 ９月 10月

  
11月 12月

最高(円) 230 226 229 221 211 209 205 210 220

最低(円) 222 214 218 200 197 201 198 200 204

３ 【役員の状況】



当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭

和24年建設省令14号）に準じて記載しております。 

当社は、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリックス株式会社を吸収合併したことに

より連結財務諸表非作成会社となり、前第３四半期会計期間及び前第３四半期累計期間の四半期財務諸表

は作成しておりませんので記載しておりません。 

そのため、前事業年度末の要約貸借対照表に代えて、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表を、前第

３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書並びに前第３四半期連結累

計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書を併記しております。 

なお、当該四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施

行規則」（昭和24年建設省令14号）に準じて記載しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任あずさ監査法人により四半期レビュ

ーを受けております。 

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任あずさ監

査法人となっております。 

  

当社は、平成22年４月１日付で、連結子会社であったテクノマリックス株式会社を吸収合併したことに

より連結財務諸表非作成会社となったことから、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
 (平成22年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 5,480,904

受取手形 370,069

完成工事未収入金 917,379

未成工事支出金 19,544

材料貯蔵品 80,294

その他 70,974

貸倒引当金 △32,592

流動資産合計 6,906,575

固定資産  

有形固定資産  

船舶（純額） 731,087

その他（純額） 351,625

有形固定資産合計 ※1  1,082,712

無形固定資産 10,991

投資その他の資産  

投資有価証券 58,355

投資不動産 113,578

その他 23,512

投資その他の資産合計 195,446

固定資産合計 1,289,151

資産合計 8,195,726

負債の部  

流動負債  

工事未払金 504,641

未払法人税等 8,951

未成工事受入金 14,294

賞与引当金 23,783

その他 69,167

流動負債合計 620,838

固定負債  

退職給付引当金 271,285

船舶特別修繕引当金 52,954

負ののれん 35,289

その他 48,909

固定負債合計 408,439

負債合計 1,029,277



（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
 (平成22年12月31日) 

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,949,500

資本準備金 2,724,500

利益剰余金 1,526,639

自己株式 △24,740

株主資本合計 7,175,898

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 △9,450

評価・換算差額等合計 △9,450

純資産合計 7,166,448

負債純資産合計 8,195,726



【前連結会計年度末の要約連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
 (平成22年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 5,111,927

受取手形 654,178

完成工事未収入金 1,738,449

未成工事支出金 2,254

材料貯蔵品 85,668

その他 33,848

貸倒引当金 △69,800

流動資産合計 7,556,527

固定資産  

有形固定資産  

船舶（純額） 790,929

その他（純額） 284,573

有形固定資産合計 ※1  1,075,503

無形固定資産 6,761

投資その他の資産  

投資有価証券 91,320

投資不動産 144,845

その他 66,757

投資その他の資産合計 302,923

固定資産合計 1,385,188

資産合計 8,941,715

負債の部  

流動負債  

工事未払金 973,059

未払法人税等 30,916

未成工事受入金 169,409

工事損失引当金 6,397

賞与引当金 42,724

その他 248,700

流動負債合計 1,471,207

固定負債  

退職給付引当金 266,858

船舶特別修繕引当金 47,386

負ののれん 70,579

その他 38,047

固定負債合計 422,872

負債合計 1,894,080



（単位：千円）

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
 (平成22年３月31日) 

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,949,500

資本剰余金 2,724,500

利益剰余金 1,409,390

自己株式 △15,946

株主資本合計 7,067,443

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 △19,808

評価・換算差額等合計 △19,808

純資産合計 7,047,635

負債純資産合計 8,941,715



(2)【四半期損益計算書】 
【当第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

売上高 3,766,273

売上原価 3,340,031

売上総利益 426,242

販売費及び一般管理費 ※1  270,692

営業利益 155,549

営業外収益  

受取利息 9,717

受取配当金 2,540

負ののれん償却額 35,289

その他 1,281

営業外収益合計 48,828

経常利益 204,377

特別利益  

貸倒引当金戻入額 37,208

固定資産売却益 2,102

抱合せ株式消滅差益 177,488

その他 5,218

特別利益合計 222,017

特別損失  

投資有価証券評価損 43,323

固定資産除却損 2,363

厚生年金基金脱退損失 31,005

特別損失合計 76,692

税引前四半期純利益 349,702

法人税、住民税及び事業税 4,597

法人税等合計 4,597

四半期純利益 345,105



【前第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

売上高 10,581,433

売上原価 10,090,553

売上総利益 490,880

販売費及び一般管理費 ※1  290,409

営業利益 200,471

営業外収益  

受取利息 16,377

受取配当金 3,080

負ののれん償却額 35,289

その他 15,071

営業外収益合計 69,819

営業外費用  

その他 69

営業外費用合計 69

経常利益 270,221

特別利益  

固定資産売却益 8,546

その他 804

特別利益合計 9,350

特別損失  

固定資産除却損 2,437

その他 92

特別損失合計 2,530

税金等調整前四半期純利益 277,041

法人税、住民税及び事業税 4,024

法人税等還付税額 △9,099

法人税等調整額 79,752

法人税等合計 74,676

四半期純利益 202,365



【当第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日) 

売上高 1,337,483

売上原価 1,250,248

売上総利益 87,234

販売費及び一般管理費 ※1  86,291

営業利益 943

営業外収益  

受取利息 2,620

負ののれん償却額 11,763

その他 491

営業外収益合計 14,875

経常利益 15,818

特別利益  

貸倒引当金戻入額 △2,012

その他 319

特別利益合計 △1,692

特別損失  

投資有価証券評価損 9,170

特別損失合計 9,170

税引前四半期純利益 4,956

法人税、住民税及び事業税 △217

法人税等合計 △217

四半期純利益 5,174



【前第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日) 

売上高 3,540,680

売上原価 3,271,060

売上総利益 269,620

販売費及び一般管理費 ※1  100,702

営業利益 168,918

営業外収益  

受取利息 2,816

負ののれん償却額 11,763

その他 858

営業外収益合計 15,438

経常利益 184,356

特別利益  

貸倒引当金戻入額 △7,700

その他 672

特別利益合計 △7,027

税金等調整前四半期純利益 177,329

法人税、住民税及び事業税 △563

法人税等還付税額 △738

法人税等調整額 79,752

法人税等合計 78,449

四半期純利益 98,879



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
【当第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 349,702

減価償却費 84,816

負ののれん償却額 △35,289

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37,208

工事損失引当金の増減額（△は減少） △6,397

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,941

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,426

船舶特別修繕引当金の増減額（△は減少） 5,567

受取利息及び受取配当金 △12,257

固定資産除却損 2,363

有形固定資産売却損益（△は益） △2,102

投資有価証券評価損益（△は益） 43,323

投資不動産売却損益（△は益） △873

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △177,488

売上債権の増減額（△は増加） 1,105,179

未成工事支出金の増減額（△は増加） △17,290

材料貯蔵品の増減額（△は増加） 5,373

仕入債務の増減額（△は減少） △468,418

未成工事受入金の増減額（△は減少） △155,115

その他 △167,614

小計 501,758

法人税等の支払額 △22,911

営業活動によるキャッシュ・フロー 478,846

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △92,701

有形固定資産の売却による収入 3,690

無形固定資産の取得による支出 △5,666

投資不動産の売却による収入 32,140

定期預金の純増減額（△は増加） 933,000

利息及び配当金の受取額 11,312

投資活動によるキャッシュ・フロー 881,775

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △49,850

その他 △8,794

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,645

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,301,976

現金及び現金同等物の期首残高 1,156,407

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 322,519

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,780,904



【前第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 277,041

減価償却費 143,733

負ののれん償却額 △35,289

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,830

退職給付引当金の増減額（△は減少） △30,906

船舶特別修繕引当金の増減額（△は減少） 15,520

受取利息及び受取配当金 △19,457

有形固定資産売却損益（△は益） △8,546

有形固定資産除却損 2,437

投資不動産売却損益（△は益） △804

売上債権の増減額（△は増加） △56,787

未成工事支出金の増減額（△は増加） 379,461

材料貯蔵品の増減額（△は増加） 19,876

仕入債務の増減額（△は減少） △113,737

未成工事受入金の増減額（△は減少） △174,351

その他 36,918

小計 423,778

法人税等の支払額 △42,095

営業活動によるキャッシュ・フロー 381,682

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の増減額（△は増加） △3,600,000

有形固定資産の取得による支出 △1,440

有形固定資産の売却による収入 9,123

無形固定資産の取得による支出 △747

投資不動産の売却による収入 32,964

短期貸付金の回収による収入 2,000,000

利息及び配当金の受取額 18,023

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,542,075

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △50,112

その他 △293

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,405

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,210,798

現金及び現金同等物の期首残高 2,536,913

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,326,114



該当事項はありません。 

  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる場

合は、前事業年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用しているものについては事業年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

３ 法人税並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加算減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められる場合は、前事業年度において使用した将来業績予想を利用する方法によって

おります。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】



  

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期会計期間末の（四半期貸借

対照表関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前連結会計年度末の（連結貸借対照表関係）注記は、次のとおりであります。 

  

 
  

第３四半期累計期間 

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期累計期間の（四半期損益計

算書関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前第３四半期連結累計期間における（四半期連結損益計算書関係）注記は、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

項目
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 6,160,719千円

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 6,122,725千円

(四半期損益計算書関係)

項目
当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

※１販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 46,566千円

従業員給料手当 97,144千円

法定福利費 16,597千円

賞与引当金繰入額 3,592千円

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年12月31日)

※１販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 48,102千円

従業員給料手当 93,456千円

法定福利費 17,817千円

賞与引当金繰入額 10,891千円

貸倒引当金繰入額 11,500千円



  
第３四半期会計期間 

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期会計期間の（四半期損益計

算書関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前第３四半期連結会計期間における（四半期連結損益計算書関係）注記は、次のとおりでありま

す。 
  

 
  

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期累計期間の（四半期キャッ

シュ・フロー計算書関係）注記は記載しておりません。  

 なお、前第３四半期連結累計期間における（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のと

おりであります。 
  

 
  

項目
当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

※１販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 16,941千円

従業員給料手当 28,045千円

法定福利費 6,352千円

賞与引当金繰入額 3,592千円

項目
前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日  
  至 平成21年12月31日)

※１販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 15,903千円

従業員給料手当 30,299千円

法定福利費 6,117千円

賞与引当金繰入額 2,803千円

貸倒引当金繰入額 11,500千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 5,480,904千円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,700,000千円

現金及び現金同等物 2,780,904千円

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 4,926,114千円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,600,000千円

現金及び現金同等物 1,326,114千円



  

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年12月31日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」 （企業会計基準第17号

平成21年３月27日） 及び 「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基

準適用指針第20号 平成20年３月21日） を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

当社は、海上土木工事の請負を主たる事業とした建設事業と海運事業の２つの事業活動を展開し

ております。 

しかし、当社は、国内のみ事業を行っていることと建設事業の全体に占める割合が90％を超えて

いることから１つの報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事

業の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 8,450,000

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 96,873

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月12日 
取締役会

普通株式 50,367 ６ 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

【セグメント情報】



  

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前事業年度末の要約貸借対照表に代え

て、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表を記載しております。 

なお、前連結会計年度末における１株当たりの純資産に係る注記は、次のとおりであります。 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

(１株当たり情報)

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日)

857.94円

項目
当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 7,166,448

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) ―

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 7,166,448

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 8,353

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

839.55円

項目
前連結会計年度末
（平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 7,047,635

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) ―

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 7,047,635

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 8,394



  
２  １株当たり四半期純利益等 

第３四半期累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期累計期間については記載

しておりません。 

なお、前第３四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 41.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

項目
当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益 (千円) 345,105

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 345,105

普通株式の期中平均株式数 (千株) 8,390

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 24.10円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

項目
前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (千円) 202,365

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 202,365

普通株式の期中平均株式数 (千株) 8,395



  
第３四半期会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

当社は、第１四半期から四半期財務諸表作成会社となったため、前第３四半期会計期間については記載

しておりません。 

なお、前第３四半期連結会計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 0.62円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

項目
当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益 (千円) 5,174

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 5,174

普通株式の期中平均株式数 (千株) 8,384

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 11.78円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

項目
前第３四半期連結会計期間

(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (千円) 98,879

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 98,879

普通株式の期中平均株式数 (千株) 8,395

(重要な後発事象)



  

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成22年２月10日

青木マリーン株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている青

木マリーン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、青木マリーン株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連

結子会社は第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」を適用している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年２月４日開催の取締役会において、連結子会

社であるテクノマリックス株式会社を吸収合併することを決議し、同日付けで同社と合併契約を締結し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士   牧    美 喜 男   印

指定社員
業務執行社員

公認会計士   松  井  隆  雄   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成23年２月７日

青木マリーン株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている青

木マリーン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第33期事業年度の第３四半期会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、青木マリーン株式会社の平成22年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   牧    美 喜 男   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士   松   井    隆    雄   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士   福   島    英    樹   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




